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“市民に尽くす”意識・マインドの確立
【高みを目指す向上心、タテ・ヨコ・ナナメの繋がり、組織の総力アップ】

経営資源の活用方針（経営の仕組み）の確立①
【施策目的の“明瞭化”、資源・組織・施策の“複合化”】

経営資源の活用方針（経営の仕組み）の確立②
【利用目的の“多機能化”、地域づくり機能の“拠点化”】

モノ
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2017
（Ｈ29）

2018
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具体的な施策（行動）の展開
【市民の願いに基づく施策展開】 確
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現状

更なる
高みへ

市民が実感する
“幸せ”の範囲

“市民の幸せ”の確かな実現
～市民誰もが幸せを実感できるまち～

行動

新たな１０年を支える確かな底力＝ステークホルダーとの協働・共助、最新のＩＴ技術の導入・活用

津
市
職
員
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動
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範

2015
（Ｈ27）

１７－(１)－① 津市行政経営計画（行政経営の体系）
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【計画策定の趣旨】 合併後10年間の取組を踏まえ、更なる高みを目指した新たな価値を生
み出し続ける新しい行政経営（創出による経営）への転換

【計画の位置付け】 津市の全ての取組に影響を与える施策推進の基本理念
＝ 新たな行政経営の“よりどころ”

【計画の期間】 5年間（2016～2020） ※変化する市民ニーズなどへ的確に対応
（2020年度に改めて変化を見極める）

計画の趣旨・位置付け・計画期間

１７－(１)－② 津市行政経営計画（概要）

【行財政改革大綱に基づく取組】 「職員数2,500人体制」、「スリムな組織・職員体制」、「健全財政」の実現
【総合計画の着実な推進】 「4大プロジェクト」と「合併20事業」の推進、「直面した新たな課題」への対応

合併効果を高める“削減の改革” ＋ 合併時の約束・地域の願いが形に‼ ＝ 「合併しなければよかった」という声が減少

これまで（合併後10年間）の行財政改革の取組と成果

【切れ目ない努力の継続】
・職員行動規範の着実な実践
・計画的な定員管理の推進
・計画的な財政運営の推進
・経営資源の効果的活用
【新たな潮流への対応】
・地方創生への対応（まち・ひと・しごと総合戦略の推進）

・都市制度改革、権限移譲への対応（中核市移行の検討）

【行政経営の骨太化】
・社会経済情勢の変化、市民ニーズの進化を上回る高度

な対応性を持つ経営体づくり（市役所全体の組織力の向上）

これからの行政経営の姿 ～持続可能な市役所づくり～

創出による経営
を支える強固な
土台の維持・強化

新たな行政経営の展開のために

施策目的の“明瞭化”

活用資源・組織・推進施策の

“複合化”

＋

【行政】

“新たな価値”の実現

【市民】

“付加価値”の創出＋α

【創出による経営を支える３つの視点】
（ヒト）組織力・職員力の最大化による新たな市民サービスの創出

「対話と連携」、「市民・地域・民間等との協働・共助の促進」など

（モノ）資産の効果的活用等による更なる資産力の創出
「公共施設の多機能化・総量削減」、「新たな安全・安心を創出する施策の推進」など

（カネ）切れ目ない努力と外部資金の獲得による新たな投資力の創出
「事業の選択と集中」、「削減の改革の継続」、「民間資金の獲得」など

【創出による経営を推進するために】
・市民、地域、民間等の関係者との連携による施策推進（⇒明瞭化）
・より効率的に最大の成果、価値を創出するための施策推進（⇒複合化）

【時機を逃さない的確な経営判断】
・（仮称）津市経営会議、経営判断を支える組織体の新設など

【市民等の関係者との双方向対話の推進・強化】
・（仮称）行政経営アドバイザリー有識者会議の新設
・地域懇談会の開催、広聴機能の充実など

創出による経営の推進

双方向の対話による
PDCAサイクルの運用

“もっとできること”“今、すべきこと”の着実な実行 ⇒ 風格ある県都・津市の実現

３つの視点に基づく主な取組（１４６項目）を着実に推進

2016ＣＲＭベストプラクティス賞 受賞！

受賞モデル：地域連携・対話型モデル
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平成２７年
（２０１５年）

津市職員行動規範
「市民に尽くす行動規範・先行モデル」

平成２８年
（２０１６年）

津市行政経営計画
「地域連携・対話型モデル」

平成２９年
（２０１７年）

津市公共施設等総合管理計画
「情報公開による公共資産の有効活用モデル」

令和元年
（２０１９年）

津市医療介護連携情報共有システム
「健康寿命延伸・パイロットデータ・モデル」

自治体唯一の
“５年連続”受賞‼

１７－(１)－③ 顧客（市民）中心主義経営の推進

自治体初‼ “ＣＲＭベストプラクティス賞” ５年連続受賞‼
《 ＣＲＭ ＝ Ｃustomer-centric Ｒelationship Ｍanagement 》

顧客中心主義経営 （ＣＲＭ） の実現を目指し、戦略、組織等の観点か
ら顧客との関係を構築し、成果を上げている企業・官公庁等を「ＣＲ
Ｍベストプラクティス賞」として、表彰 【一般社団法人ＣＲＭ協議会主催】

津
市
の
受
賞
履
歴

平成３０年
（２０１８年）

津市高齢者外出支援事業“シルバーエミカ”
「高齢者外出促進モデル」

令和２年
（２０２０年）

新型コロナウイルス対応モデル事例
「５つの機能別コールセンターで市民の不安や困りごとに寄り添う」
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定数条例の改正(令和５年４月１日施行)

(１) 市長の補助機関である職員
ア 市長の事務部局の職員 1,581人 → 1,752人
イ 上下水道事業管理者の事務部局の職員 149人 → 164 人
ウ 消防職員 345人 → 365人
エ 短期大学の職員 42人 → 43人

(２) 議会の事務部局の職員 14人 → 15人
(３) 教育委員会の事務部局等の職員 351人 → 390人
(４) 選挙管理委員会の事務部局の職員 ４人 → ５人
(５) 監査委員の事務部局の職員 ７人 → ８人
(６) 農業委員会の事務部局の職員 ７人 → ８人

定数の総数 ２，５００人 → ２，７５０人

地方公務員法が改正され、職員の定年が引き上げられたこと
に伴い、これまで定数外であった再任用職員が職員定数内に段
階的に置き換わっていくことに加え、新たな行政需要にも対応
するため、職員定数を2,500人から2,750人に拡充しました。

定年引上げ後の定員管理

○職員数シミュレーション（※定年引上げ対象者が全員定年引上げを選択した
と仮定。令和４年度策定。）

定年引上げに伴い、職員定数を２，５００人から２，７５０人に拡充したことを最大限に活かし、喫緊の課題等の対処に向けて、総力を挙
げて市民のために動ける組織を築いていきます。

１７－(２) 定年引上げに伴う職員定数の改正

定年引上げ職員数の推移

定年引上げ制度導入後の新たな定員管理については、これまでの６０歳未満
の正規職員以外に高齢期職員である定年引上げ職員や再任用職員を含んで
トータルで管理していきます。

・定年引上げ職員数の推移（令和４年４月１日時点の職員数による）　※網掛け部分は定年退職対象

年度

定年年齢

定年引上げ

対象職員数
（A～Eの計）

61歳（A）

62歳（B）

63歳（C）

64歳（D）

65歳（E）

R6

６１歳

51人

51人

R5

0人

R8

６２歳

107人

52人

55人

R7

55人

55人

R10

６３歳

164人

69人

43人

52人

R9

95人

43人

52人

R12

６４歳

275人

80人

83人

R11

195人

83人

69人

43人

52人 0人

R14

384人

94人

58人

80人

83人43人

R13

290人

58人

80人

83人

69人

51人定年退職者数 0人 55人 0人0人 43人 69人0人

69人

６５歳

69人

60歳未満職員 定年引上げ職員 再任用職員(担うべき職) 新たな業務などに対する職員増分

14

令和

4年度

令和

5年度

令和

6年度

令和

7年度

令和

8年度

令和

9年度

令和

10年度

令和

11年度

令和

12年度

令和

13年度

令和

14年度

2,426 2,401 2,395
2,315

定数

2,750人

2,547 2,547 2,551
2,523

2,499

78

195

23

275

2,699人

290 384

2,486 2,458

97 121

107

93

95 164

77

55

51

51

152 152
118
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・定年引上げ職員数の推移（令和４年４月１日時点の職員数による）　※網掛け部分は定年退職対象

年度

定年年齢

定年引上げ

対象職員数
（A～Eの計）

61歳（A）

62歳（B）

63歳（C）

64歳（D）

65歳（E）

R6

６１歳

51人

51人

R5

0人

R8

６２歳

107人

52人

55人

R7

55人

55人

R10

６３歳

164人

69人

43人

52人

R9

95人

43人

52人

R12

６４歳

275人

80人

83人

R11

195人

83人

69人

43人

52人 0人

R14

384人

94人

58人

80人

83人43人

R13

290人

58人

80人

83人

69人

51人定年退職者数 0人 55人 0人0人 43人 69人0人

69人

６５歳

69人

・定年引上げ職員数の推移（令和４年４月１日時点の職員数による）　※網掛け部分は定年退職対象

年度

定年年齢

定年引上げ

対象職員数
（A～Eの計）

61歳（A）

62歳（B）

63歳（C）

64歳（D）

65歳（E）

R6

６１歳

51人

51人

R5

0人

R8

６２歳

107人

52人

55人

R7

55人

55人

R10

６３歳

164人

69人

43人

52人

R9

95人

43人

52人

R12

６４歳

275人

80人

83人

R11

195人

83人

69人

43人

52人 0人

R14

384人

94人

58人

80人

83人43人

R13

290人

58人

80人

83人

69人

51人定年退職者数 0人 55人 0人0人 43人 69人0人

69人

６５歳

69人
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※各年度４月１日現在の職員数
※（ ）内は、育休代替任期付職員数で外書き
※【 】内は元保育士と元幼稚園教諭の内訳
※令和２年度から法改正により「臨時職員」から「会計年度任用職員」に変更。
※令和２年度会計年度任用職員数については、短時間勤務職員の換算方法を変更したことにより増加。

会計年度任用職員の内訳
（令和４年度）

【事務補助】 282人
【専門職】
保育士等 374人
幼稚園教諭 17人
保健師・看護師 100人
特別教育支援員 188人
短大非常勤講師 89人
その他専門職 273人

【技能労務】
観光施設等事務員
及び作業員 214人
用務員 70人
調理員 182人
その他技能労務員 193人

計 1,982人

合併時に目標として定めた職員２,５００人体制に向け、職員数の削減を進めたところ、
当初目標より前倒しして達成しました。

１７－(３)－① 職員数の推移(定年引上げ施行前まで)

議員定数

- - - - 正規職員計

内 一般行政職等(正規職員)

内 保育教諭(正規職員)

内 保育士(正規職員)

内 幼稚園教諭等(正規職員)

内　短大教員(正規職員)

内 消防職員(正規職員)

任期付職員(短時間)

再任用職員

臨時職員会計年度任用職員

456

17.行政経営

合併前 166人 現在 3４人
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2,790
(1,069)

2,708

(1,054）
2,599
(956)

2,648

(957）

2,763

(963）
2,861
(1,026) 2,876

(1,039) 2,957

(1,061）

2,771
(1,077)

2,656

（1,076）

2,692

（1,071）

2,745

（1,095）
2,725

（1,182）
2,682

（1,175）

2,666

（1,170）

3,069

（1,724）

3,366

（1,869）

3,440

（1,982）

3,653

（2,000）

4,202

（2,069）

31

（11）

17

（6）

54

（22）

133

（47）

270

（90） 389

（124）
493

（149） 428

（152）

451

(157）

539

（187）

561

（190）

560

（189）
678

（226）

630

（212）
661

（225）

591

（201）

537

（186）

416

（146）

383

（132）

267

（90）

9（4）

33（13）
33（11）

25（9）

36

55

108

198

518

854

1,215

1,342
1,393 1,423 1,524 1,562 1,598

1,590

1,595
1,674

1,753

2,191

28,623

27,346

27,834

26,851

26,078

25,853 26,202
26,030

25,442
25,890

26,260 26,307 26,366
26,457 26,534 26,668

27,106
27,432

27,875

29,560

25,802

24,621

25,145

24,015

22,937

22,405
22,315

21,782

20,970
21,320

21,589 21,579
21,439

21,583 21,609

21,418

21,608

21,902 22,086

22,900

0

22,000

24,000

26,000

28,000

30,000

正規職員 会計年度任用職員 再任用職員（短時間勤務）

任期付職員（短時間勤務） 業務委託 合計 （単位：百万円）

※（ ）内は各年度4月1日現在の職員数

人件費
（正規職員）
H18～R6
（19年間）
削減額
累計
６70億円

１７－(３)－② 人件費の推移（平成17年度～令和6年度）
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平成２６年２月１日号 広報津より

１７－(３)－③【市長コラム】市職員の２割削減

458
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職員数 （人） 育児休業者数 （人）

職員数

育児休業者数

従来から行っている課内の業務応援や
会計年度任用職員の配置では対応が困難に

職員が育児休業を取得している間、
その代替として、任期を定めて職員を採用する

育児休業等の状況に応じて順次採用

職員数が減少している一方で、
育児休業者数は増加

！

平成２５年４月１日
育児休業代替任期付職員

１５人を初めて採用

令和７年４月１日現在
４６人の任期付職員が勤務中

根拠法令：地方公務員の育児休業等に関する法律第６条第１項第１号

津市のメリット

育児休業代替任期付職員採用制度を創設

任期付職員
採用試験を実施

育児休業者
に対し順次配置

試験に合格した者を
採用候補者名簿に記載

一定の能力、勤務経験や専門知識を有し、即戦力
になる者を正規職員の身分でその職場に導入で
きるため、業務の安定化が図れる

採用者のメリット 正規職員とほぼ同様の勤務条件のもと、最長３年
間の任期で採用されるため、安定した立場で能力
や経験、資格などを生かして職務に専念できる

１７－(４)－① 育児休業代替任期付職員の採用17.行政経営

職種 配置先

事務職（１４人）

市民税課、広報課、市民課、保育こども園課、地域包括ケア推進
室、障がい福祉課、介護保険課、建築指導課、事業調整室、用
地・地籍調査推進課、久居総合支所市民課、下水道工務課、経
営企画課、学校教育課

栄養士（１人） 保育こども園課

保育士（１８人） 保育園・こども園

技能員（調理員）
（５人）

保育園・こども園、小学校

保健師（１人） 久居保健センター

幼稚園教諭（６人）幼稚園・こども園

養護教諭（１人） 幼稚園 459
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平成２５年１０月１日号 広報津より

１７－(４)－②【市長コラム】育児休業をとりやすい職場づくり

460
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T s u C i t y１７－(５)－① 職務経験者採用試験・
キャリアリターン採用試験の導入

市民等からの声

○即戦力として活躍
○多様化する行政ニーズへの対応
○組織力の強化・組織風土の活性化
○技術力の向上
○民間の発想の導入

津市における
メリット

民間企業等で活躍した
多様なキャリアを有する人

技術や経験などを本市で
活かしたいという意欲のある人 採用

市民サービスの
更なる向上

●職務経験者採用試験の実施

●キャリアリターン採用試験の実施

キャリアリターン採用試験の導入キャリアリターン採用試験の導入
就労意欲の高い元職員が復職できる機会を創出

津市における
メリット

○即戦力として活躍
○組織力の強化
○多様な経験を積み、スキルアップ
した人材を確保

背景

○津市へのＵ・Ｊ・Ｉターン就職や転職を望む声
○新規採用試験における年齢制限

幅広い年齢層の人が受験できる
ステップアップ・再チャレンジする機会の創出

職務経験者採用試験の導入

背景

○労働人口の減少等により人材確保が困難
○ライフステージの変化による復職の可能性

勤労意欲の高い元職員が復職できる機会の
創出

採用

育児や介護などやむを得ない事由や、
修学、留学及び転職などキャリアアッ
プのため津市を退職した人

市民サービスの
更なる向上
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市内６人、市外４人 年齢 ３７歳～５６歳出身地 性別 男性６人、女性４人

これまで計８５人採用 （１１年間の新規採用職員のうち約７.５％が職務経験者採用）
※うちＵＩＪターン２９人（海外２人、県外１０人、市外１７人） 462

合計 ６１人程度 １，７６９人 ２９．０倍 ８５人 ２０．８倍

【平成２７年度（職務経験者採用開始年度）～令和７年度】

年度 募集職種 募集人数 申込人数 志願者倍率 採用者数 実質倍率

一級建築士、用地取得専門職、建設コンサルタント、行政向けシステム開発・運用業務 など経歴

令和３年度 事務職 ２人程度 １２０人 ６０倍 ３人 ４０倍

令和７年度

事務職・技術職 ７人程度 ６４人 ９．１倍 ６人 １０．７倍

保健師 (兼)看護師・看護師 ２人程度 ５人 ２．５倍 １人 ５．０倍

栄養士 １人程度 ３人 ３．０倍 １人 ３．０倍

言語聴覚士 １人程度 １人 １．０倍 １人 １．０倍

学芸員 １人程度 ２人 ２．０倍 ０人 ―

事務職（障がい者対象） １人程度 ２人 ２．０倍 １人 ２．０倍

事務職・技術職 ６人程度 ７９人 １３．２倍 ７人 １１．３倍

保健師・看護師 ２人程度 １２人 ６倍 ４人 ３倍
令和６年度

令和５年度 事務職・技術職 ２人程度 ５６人 ２８倍 ６人 ９．３倍

令和４年度

事務職 １人程度 ５４人 ５４倍 ４人 １３．５倍

言語聴覚士 １人程度 ２人 ２倍 １人 ６倍

事務職（障がい者対象） １人程度 ６人 ６倍 １人 ２倍

【令和７年度採用者の状況】

１７－(５)－② 職務経験者の採用状況17.行政経営

※過去５年の採用状況



T s u C i t y

平成２６年１０月１日号 広報津より

１７－(５)－③【市長コラム】職務経験を津市で
活かしてみませんか
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１７－(６)－① 組織体制①

464

17.行政経営

■津駅前北部土地区画整理事業の業務推進体制の見直し【令和７年４月１日付】

※令和７年３月３１日付け
残務（清算業務（清算金の交付、徴収））は「都市政策課」
で対応

津駅前北部土地区画整理事務所
（補償担当、工務担当） （廃止）

■水道事業等に係る維持管理等の業務推進体制の見直し【令和７年４月１日付】

水道整備課 （工事担当）

水道維持課 （調査・維持担当、給水・計量担当）

※令和７年３月３１日付け
業務は上下水道事業局及び上下水道管理局の
各課に移管

安芸事業所
（管理担当、事業担当）

（廃止）

【基本的な考え方】
●水道事業等における維持、修繕業務の指揮命令系統の厳格化、給配水管の維持管理等の業務推進

に係る責任体制の強化・明確化
●津駅前北部土地区画整理事業の換地処分の手続完了による業務推進体制の見直し

技術職員、技能員それぞれの職責に応じた適切な業務推進体制、厳格な指揮命令系統の確立

安芸地域の維持、修繕業務を水道維持課調査・維持担当で一元管理

“調査・維持業務を専任で担当する課長”を配置

水道工務課
(工事担当、維持管理担当）

解
体
・再
構
築



T s u C i t y

【基本的な考え方】 津市の将来の目指すべきまちの姿を見据え、今、対応が求められる行政課題に集中的かつ

的確な対応を図るため、組織の改正等、所要の見直しを行います。

１７－(６)－② 組織体制②

■今、対応が求められる行政課題に集中的かつ的確に対応 【令和６年４月１日付】

465

こども支援課
全ての妊産婦・

子育て世帯・こどもの
包括的な相談支援

＋
保育の量の拡充・

質の向上

こども
子育て
政策 子育て推進課

こども家庭センター
（こどもの居場所づくり担当、こども家庭相談担当、発達支援担当）

こども政策課（こども政策・若者出会い応援担当、給付支援担当）

こども家庭センター長（部次長級）を配置

保育こども園課 （保育支援担当、保育運営担当）

津駅周辺
道路空間
整備等

（新設） 建設政策課 （建設政策・津駅周辺道路空間整備担当）

建設整備課
特定事業推進担当 建設整備課 （街路整備担当）

津駅周辺道路空間整備担当参事（部次長級）を配置

津駅周辺道路空間の再整備
＋

技術職員の柔軟な活用

大門・丸之内
地区の
まちづくり

商業振興労政課
大門・丸之内活性化・

商業振興担当

商業振興労政課（商業振興担当、大門・丸之内活性化担当）
大門・丸之内地区

未来ビジョンの推進

放課後
児童健全育
成事業の推
進等

教育総務部 学校教育部

生涯学習課
青少年担当

生涯学習振興担当

公民館事業担当

（新設）

生涯学習課 （生涯学習・公民館事業担当）

生涯学習課 （青少年・放課後こども担当）

教育総務課
施設担当

教育施設課 （施設担当）

教育行政推進体制
の明確化＋

放課後児童等、青少年健
全育成の推進など、

教育行政に係る諸課題に
対応

新型コロナ
ワクチン
対応

※令和６年３月３１日付け
残務は「健康づくり課」で対応

新型コロナウイルスワクチン接種推進室 （廃止）

17.行政経営
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・職員倫理・コンプライアンス意識の改革
・不当な要求への対応力の向上
（実践的研修、マニュアルの作成、
要望の記録・報告・公表の仕組みづくり等）

・警察等、関係機関との連携強化 など

１７－(６)－③ 組織体制③

独立した組織・中立的な立場として「内部統制室」を設置 【令和３年６月１日付】

■職員一人一人が公正公平な職務を遂行するための推進体制の整備

・ 不当な要求に対する全庁的な対応の徹底、職員の意識改革
・ 不当な要求を受けた際に、相談・対応できる体制の強化

津市が取り組む

内部統制

津市自治会
問題を踏まえて

・いずれの部局にも属さない
「独立性・中立性」の確保

・外部人材（警察官）の登用
・公益通報、不当要求行為
防止対策の確実な運用
など

＋

取組の背景・目的

全ての職員が“安心して
相談できる環境“の整備

問題の原因を解明し、
“解決できる実効性”の確保 ・有形無形の圧力に毅然と

対応する組織体制の整備
・コンプライアンス意識の確
立、社会規範・法令遵守
・要望等の内容の記録化
・不当要求行為の拒否
・公益通報者の保護 など

津市公正公平な市政の
確保に関する条例
【R3.12.22施行】

市民部に係る推進体制の見直し 【令和４年４月１日付】

地域調整室
の廃止

／
相談・要望

対応の一元化

・人権施策の総括部門として、人権課人権啓発担当を
人権担当に改編
→ “隣保館の総括”等の事務を人権課へ移管

・地域からの相談、要望対応を地域連携課に一元化
→ 地域調整室が担ってきた特定地域の対応を見直し

・地域調整室を廃止
・交流連携担当理事
の配置（人権担当理
事の廃止）

適正な事務執行のための推進体制の整備 【令和４年４月１日付】

財産活用・建築修繕支援担当の設置

各部等への補助金審査担当者の配置

・庁舎等保全担当副参事（兼）建築修繕支援担当副参事（技術
職員）を配置→建築施設の修繕等、全庁的な相談体制を整備

・補助金所管課とは別の視点による確認、事務執行をルール化

466
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「市民の皆様のお役に立てるよう頑張ろう」という心持ちを
職員自らが考え、職員自らの手で具体の形に表したもの

⇒全ての職員が、市民の皆様にご満足いただける市政の一翼を担う
一員としての“確かな意識”を確立し、実際の業務の場で、“行動と
して示していく”決意を表明

職員行動規範とは (Ｈ27.3策定)

市長（市政運営の責任者、組織経営のトップ）の思い、
考えを確実に理解、共有

全職員で考える業務実態に応じた規範づくり

津市職員として納得感の高い規範づくり

策定までの経過

⇒全職員・全職場での継続的な対話から生みだす
１００％ボトムアップ方式による行動規範の策定

全
職
員
で
共
有
す
る

“ゆ
る
ぎ
な
い
よ
り
ど
こ
ろ
”

よ
り
ど
こ
ろ
の

ベ
ー
ス

１２の推進プロジェクト
（行動規範に込めた
職員自身の心持ち）

１４６の「課の行動の基準」
（業務特性に応じた課独自の行動の基準）

職員
行動規範
～ひとつ
（人・津）の

あい（愛）ことば～

津市職員行動規範
“ゆるぎないよりどころ”

市民の皆様のご期待に着実にお応えし続ける
「即答・即応し実現する市役所」 を職員自らの手で実現

⇒新規採用職員から部長級まで、計１２回、
７３８人を対象に「市長講話」、「市長と職

員の意見交換」

⇒各課等の単位で、計１４６の「課の行動の
基準」を策定

⇒各部推薦の担当主幹・担当副主幹・計32名
（6班）、若手職員・計36名（6班）による協議・
検討、計４回の会議

+

+

１７－(７)－① 津市職員行動規範
～ゆるぎないよりどころ～①

2015ＣＲＭベストプラクティス賞 受賞！
受賞モデル：市民に尽くす行動規範・先行モデル

467
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ひとつ（人・津） 【市民とともに】 私たち津市職員は、常に市民に寄り添い、市民の思いを形にし続けます。

○声なき声にも耳を傾け、市民とともに笑い、悩み、涙する心を持ち続けます。
○常に市民を思いやり、市民に寄り添い、時には市民と向き合うことで、市民の本当の望みや思いを理解

し、市民の立場に立って行動します。
○市民との対話を大切に、積極的に地域に飛び込み、地域づくりの当事者として市民とともに行動します。
○法令やルールを遵守し、公平、公正かつ誠実に、市民の思いの実現に向け、ぶれることなく行動します。

ひとつ（人・津） 【組織として】 私たち津市職員は、組織と仲間を尊重し続けます。

○職場の仲間を尊重し、話し合い、助け合い、教え合い、理解し合い、ともに成長できる職場をつくります。
○市長、副市長から職員まで、全員がタテ・ヨコ・ナナメに強い絆で結ばれ、常に連携するチーム「オール津

市」として行動できる組織をつくります。
○表面的な情報だけでなく声や思い、対応の結果など、常に課題と成果を共有し、知識と経験を確実に

継承する組織をつくります。
○仕事ができる喜びを実感し、仲間や家族に心からの感謝を伝えます。

ひとつ（人・津） 【職員として】 私たち津市職員は、常に高みをめざすため、向上心を持ち続けます。

○津市役所の顔、津市の経営を担うプロとしての誇りと自覚を持ち、前例にとらわれず、市民の期待を
超えるサービスを提供します。

○目の前の仕事が「誰のため」「何のため」のものなのか、市民や地域にどのような「成果」をお届けできる
のかなど、常に「あるべき姿」を思い描き、行動します。

○津市、津市役所全体を見据える広い視野と意識のもと、課題を先送りすることなく、積極果敢に挑戦
する行動力と決断力、柔軟性とスピード感を持って行動します。

○心身の健康を管理し、自らを労わり、必要な知識と技術の習得など、自らを磨き続け、一歩一歩確実
に成長します。

１７－(７)－② 津市職員行動規範
～ゆるぎないよりどころ～②
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地域のことは地域で

≪地域インフラの維持補修・修繕≫

権限

財源

人員

平成２４年度まで

簡易補修
のみ

補修用
原材料費

50万円

18人

●地域インフラ維持・補修事業

路肩等草刈、路面復旧、
街路樹管理、側溝清掃

堤防草刈樹木剪定、草刈、
病害虫駆除、施設修繕

道路反射鏡等設置、
区画線設置

住民・自治会 総合支所
要望

単価契約 職員による補修 原材料の支給
砂利、生コンクリート､砕石､
良質土等

●地域政策会議（地域の課題に迅速に取り組む）

本庁各部

地域政策
会議

政
策
案
件

期限を定めて早期に実現

速やかに理由を回答

できるもの

【構成員】
市長・副市長
担当部長・各総合支所長

できないもの

簡易修繕＋単価契約に
よる業務委託を追加

40人

平成25年度以降

各総合支所
2人

各総合支所 4人
各工事事務所 2人

単価契約した業者に発注
【例】側溝清掃○ｍ×○円

道路の簡易な補修・側溝補修､
樹木の剪定、草刈等

実
現

身近なサービスの提供を
確保・業務の集約化

身近な総合支所へ

【
令
和
６
年
度

事
業
実
績
】

（単
位
・・・件
、
万
円
）

【平成25～令和６年度 地域政策会議開催実績】
開催回数 32回
協議事項 今後の地域かがやきプログラム事業について、八知保育園や通園バスの今後のあり方について

総合支所

地域連携課

即断即決

１７－(８)－① 地域インフラ維持
・補修事業及び地域政策会議の創設

R3年度
決算額

１億7,186万円

R4年度
決算額

１億8,454万円

R5年度
決算額

１億8,451万円

R6年度
決算額

１億8,912万円

R7年度
当初予算額

１億9,706万円

（千
円
単
位
四
捨
五
入
）

連携

総合支所長の
久居 河芸 芸濃 美里 安濃 香良洲 一志 白山 美杉 合計

件数 166 64 67 24 51 22 59 81 65 599

執行額 3,310 1,605 1,550 1,569 1,777 1,457 1,406 1,938 2,231 16,843

件数 193 373 635 249 541 562 482 360 312 3,707

執行額 382 240 275 217 250 104 210 210 181 2,069

合　　計 件数 359 437 702 273 592 584 541 441 377 4,306

地域インフラ
維持事業

地域インフラ
補修事業

17.行政経営
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平成２５年４月１日号 広報津より

１７－(８)－②【市長コラム】総合支所への権限移譲
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S60年 H7年

平成22年
要一括返済土地 １８.６億円

建物 ３５億円

平成11年～
８千万円/年
返済
平成16年～
一部返済不
能
(４千～５千
万円/年)返
済

【裁判】
調停
による
和解成立

H8年～

撤退

敷 金 ８億円

保証金 ９億６千万円

要返済

平成23年度

㈱ダイエーが債権・
株式を譲渡

平成25年度

津市に土地・建物の
一部を売却

◎債務構造の変
更

財
務
改
善
へ
の

取
組

◎売却代金によ
る長期借入金の
一部返済

要即時返済

１７－(９)－① 第３セクター改革
（株式会社津センターパレスの財務改善）

H25年H23年H22年

平成２２年度末残金

敷 金 ７億６千５百万円

保証金 ２億７千万円

津センター
パレス
オープン

キーテナント
㈱ダイエー

R4年

令和４年度

㈱津センターの清算

◎貸倒損失と預
り敷金債務免除
益の相殺

H23.3.31 H24.3.31 H26.3.31 R5.3.31

土地 2,062,629 2,062,629 1,800,367 1,800,367

建物 1,431,334 1,350,167 946,597 475,376

預り保証金 277,931 4,906 2,015 21,410

預り敷金 1,240,760 822,026 752,789 150,000

長期借入金 98,972 591,800 228,000 428,119

合計（3項目） 1,617,664 1,418,733 982,804 599,529

92,867 80,858 48,604 △5,798 

－ － 2,332 170,928

0 6,397 180,051 53,590

202,128 246,351 158,032 294,735

①津市
702,000株

①津市
702,000株

①津市
702,000株

①津市
702,000株

②㈱ダイエー
700,000株

③近畿日本鉄道㈱
490,000株

②近畿日本鉄道㈱
490,000株

②近畿日本鉄道㈱
490,000株

②近畿日本鉄道㈱
490,000株

財　務　の　状　況　

大株主の状況

経常利益

特別損失

資
産

固
定
負
債

損
　
益

計
算
書

貸
借
対
照
表

繰越利益剰余金

特別利益

471

17.行政経営



T s u C i t y

平成10年8月

■ポルタひさい
平成10年8月に市街地再開発

事業により近鉄久居駅前に建
てられた商業施設と共同住宅
などからなる複合ビル

事業費147億円

久居都市開発株式会社
ポルタひさいの駐車場など
を管理する目的で設立され
た会社。合併前の旧久居市
が8,700万円出資して会社
の筆頭株主になった。

平成13年 平成16年～

ポルタひさいオープン

補助金

約62億円

保留床売却額

約36億円

保留床の処分が進まず、
久居駅前地区市街地再開
発組合は金融機関からの
借り入れの返済が不能

負債額約44億円

金融機関の債務免除

34億円

久居都市開発株式
会社が久居駅前地
区市街地再開発組
合から資産を取得

12.6億円

再開発組合
破たん

■駐車場・駐輪場
（15,261㎡）

■商業床
（5,659㎡）

■区分所有土地

金融機関か
ら借り入れ

9.2億円

旧久居市
から貸付

2億円

久居駅前地区
市街地再開発組合

区域内に権利を有する地
権者が共同で設立

取
得

平成25年

津市に
売却

■土地 2.1億円
■建物 7.3億円

土地・建物全て合わせて

9.4億円

残債務
9.2億円返済

（Ｈ２５.７）

会社解散
（Ｈ25.10）

（久居総合支所、保健セ
ンター等として活用）

津市が
損失補償

１７－(９)－② 第３セクター改革（ポルタひさいの再生）
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１７－(１０) 庁舎の整備状況

■建設年度 Ｈ１２年度
■建築費 １６億３，６６６万円
※Ｈ２４年度 庁舎改修（郷土芸能練習場）工事費 ２６３万円

■建設年度 Ｈ１６年度
■建築費 １９億８，０７９万円

■建設年度 Ｈ１７年度
■建築費 ７億７，３８３万円

■建設年度 Ｈ２４年度
■建築費 ３億３，９０９万円
※Ｈ２３～２４年度 旧庁舎解体費
及び駐車場整備費 ９，３２４万円

河芸庁舎（北消防署河芸分署含む）

一志庁舎

美杉庁舎（美杉総合文化センター含む）

■建設年度 Ｈ２５年度
■建築費 ９億８，２７８万円
※Ｈ２４年度 旧小学校解体費

５，７９９万円

芸濃庁舎（保健福祉センター棟、北消防署芸濃分署含む）

安濃庁舎（安濃中公民館含む）

美里庁舎

■建設年度 Ｈ６年度
■建築費 １０億３，５９７万円
※Ｈ２５年度 庁舎照明器具の

ＬＥＤ化 ４７７万円
Ｈ２８年度 庁舎空調設備改修工事 ２，６５９万円

■建設年度 Ｈ９年度
■建築費 ４億８，８９３万円
※Ｈ２２～２４年度 旧庁舎解体費及び
改装工事・駐車場整備 ９，５４４万円
Ｈ３０年度、Ｒ２～Ｒ３年度 ブロック塀
改修等 ４４９万円
Ｒ３年度 空調設備
改修事業 ５１３万円
Ｒ４～Ｒ５年度 アトリウム
改修事業 ３，０５５万円

白山庁舎

※青字は合併
後の整備

■建設年度 Ｈ２６年度
■建築費 １０億８，４０７万円

久居庁舎（久居保健センター・
津南工事事務所含む）

■建設年度 Ｓ４４年度
Ｈ８年度（南館）

■建築費 １億５，３１８万円
※Ｈ２３年度 耐震補強工事費 ６，７９１万円

庁舎改修工事 １億１，９２６万円

香良洲庁舎（久居消防署香良洲分遣所含む）

津北工事事務所

■建 設 Ｈ２９年度
■建築費 １億９，５４８万円

津市応急クリニック及び
教育委員会庁舎

■建 設 Ｈ２８年度
■建築費 ７億８９０万円

■建設年度 Ｓ５４年度
■建築費 ３０億７，６７４万円
※Ｈ２１～２４年度 庁舎改修・施設整備 １億７，２５４万円
Ｈ２５年度 庁舎照明器具のＬＥＤ化 １億６０５万円
Ｈ２７年度 立体駐車場１Ｆ改修工事 ５３７万円
Ｒ１～３年度 本庁舎大規模改修 １７億６，２９４万円

本庁舎
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㎡

計画策定にあたって ～つくる時代から賢くつかう時代へ～

１７－(１１)－① 津市公共施設等総合管理計画の概要

津市の概況及び公共施設等の現状と課題 公共施設の最適化に向けて

第3の波第2の波第1の波

合併

【建築年度別延床面積】 （平成27年時点）

など

役割や配置を見
直す

（拠点化）

施設の量と機能
を見直す

（複合化、集約化）

施設を使い切る
（転用、共用化）膨大な施設総量 約1,100施設、110.9万㎡（類似50団体中最多）

老朽化の進行

多額の管理運営費

莫大な更新費用

築30年経過：約61%

年額：約149億円、使用料収入：12%

従来の1.8倍の負担：年額約64億円⇒117億円

膨大な資産総量
と経営改善

上水管路：2,492㎞、下水管路：1,084㎞
道路：4,004㎞、公園：617箇所
整備と維持管理のバランス、収支の改善が必要

老朽化による更新の必要性

社会環境とニーズの変化

市町村合併 など

全体の状況把握

財政負担の軽減・平準化

施設の総量と配置の最適化など インフラ施設

公共施設の総量と経営の最適化

配置の最適化 総量の最適化 有効活用

市町村合併 全国的にも稀な10市町村合併

財政構造の変化

人口構造の変化

施設整備に充てられる財源は今後、縮小

約22万人（R27）に減少予想、少子高齢化、
生産年齢人口の大幅な減少

公共
建築物

インフラ
施設

津市の
概況

【計画の対象】

【計画の期間】
30年間（H29～R28）

全ての公共施設等

【目的及び主旨】
未来に持続可能なまちづくりを
目指す。

【全国的な背景】
高度成長期に多くの公共施設
がつくられ40年以上経過。

全体の
方針

推進の
ための
取組

推進体制の整備

総合的管理の仕組

市民協働・公民連携の仕組

組織の見直しなど

施設整備事業の点検など

民間活力導入など

全庁的な検討体制を整備し
縦割りの脱却へ

目標
イメー

ジ

廃止・休止施設と
未利用地

廃止・休止施設：70施設、
未利用地：約13.1万㎡

各施設類型について現状を整理・方向性を策定

合併市・県都として、
財政規模、将来の人口に
見合った規模を目指す

施設を点で見るので
はなく地域を面で俯瞰

して再編

合併により類似機
能の施設が重複

このほか国、
県、民間の
施設も多数

公共
建築物 保健医療

上水 下水 道路

庁舎 消防 住宅

公園

処理場 交通 斎場

集会 文化 ｽﾎﾟｰﾂ 観光 産業 教育児童 福祉

短大から旅客船ターミナルまで
多種多様

モデルケース：津みどりの森こども園など

その他
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１７－(１１)－② 津市個別施設計画の概要

津市公共施設
等総合管理計画

の策定

津市個別施設
計画の策定

公共施設等の最適化に向
けての基本的な考え方

施設毎の具体的
な対策方針等

優先順位
の考え方

対策の
内容

対策の
実施時期

適正配置
に係る

計画的に保全

適切に維持

譲渡・貸し付け

長期的に使用
+ 多機能化・転用

利用可能な間維持

団体等の自主的な
管理運営に移行

施設毎の方向性

機能
（ソフト）

建物
（ハード）

・継続
・廃止
・検討
・集約化
など

・継続
・改修/建替
・処分/転用
・検討
など 除却・売却 処分方法の検討

産業

経営上の
課題

集会

老朽化に
よる支障

エ
リ
ア
再
編

改修・転用

集約化

廃止

現状と課題（イメージ図） 方向性（イメージ図）

地区活動拠点として再生

集会

顕著な利
用者減

集会

処分

集約化

転用

放課後
児童クラブ基

本
方
針

(1)市民協働の推進

(2)まちづくりのコーディネート

(3)跡施設の利活用

(4)売却による財源確保

エリア再編の検討・実施

計画策定にあたって ～公共施設等の総合的な管理を推進～

【目的及び主旨】
津市公共施設等総合管理計画を推進するため、施設毎の
具体的な対策方針等を中長期的な視点で定める。

Ｈ29.1 Ｒ3.2
【策定の経緯】 【計画の期間】

10年間（R2～R11）

【計画の対象】
公共建築物のうち852施設
※市営住宅、公営企業施設な
どは別途策定

機能の重複状況

建物の健全性・耐震性

利用率・利用実態

現状と課題の整理

など

対
策

施設区分・施設毎の方向性の策定

全施設について
計画書に明示化

個別施設の現状と課題を整
理のうえ、機能・建物の両面
から、施設毎の方向性を検
討・決定し、具体策に取り組
む。

凡例） ：機能 ：建物 ：施設の課題

一定の範囲内にある複数の施設の課
題を面的に俯瞰し、一体的に検討のう
え、施設の再編・再配置に取り組む。

など
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平成３０年１０月１日号 広報津より

１７－(１１)－③【市長コラム】３０年先にも必要なもの
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１７－(１１)－④ ネーミングライツの導入

津市と民間企業等が“ネーミングライツ・パートナー契約”を締結

愛称の“命名権”

ＣＳＲ（企業の社会貢献）
自社・自社製品の広告・宣伝

津 市
ネーミングライツ・

パートナー

新たな財源の確保
“ネーミングライツ料”

ネーミングライ
ツの概要・
導入の効果

令和６年度ネーミングライツ導入施設 ～令和６年１０月１日から愛称の使用開始
～

477

津市産業・スポーツセンター
（メッセウイング・みえ、

サオリーナ、三重武道館）

ネーミングライツ・パートナー 株式会社 日硝ハイウエー

施設の
愛称

メッセウイング・みえ メッセウイングＮＨＷ（メッセウイングエヌエイチダブリュー）

サオリーナ 日硝ハイウエーアリーナ （ニッショウハイウエーアリーナ）

三重武道館 ＮＨＷ三重武道館 （エヌエイチダブリューミエブドウカン）

ネーミングライツ料（年額） 1,051万円 契約期間 10年間

※ 「津市産業・スポーツセンター」 は、愛称を付けない

中勢グリーンパーク ネーミングライツ・パートナー 株式会社宝輪

施設の愛称 ＨＯＷＡパーク（ホウワパーク）

ネーミングライツ料（年額） 280万円 契約期間 10年間

桜橋歩道橋 ネーミングライツ・パートナー 株式会社ミエデン

施設の愛称 Ｍｉｅｄｅｎ桜橋歩道橋（ミエデンサクラバシホドウキョウ）

ネーミングライツ料（年額） 18万円 契約期間 ５年間
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菅尾製茶

津市が発注する公共事業に従事する労働者の適正な賃金水準やその他
の労働条件等を確保することを主な目的とした条例。

公共事業の発注者として、低価格入札が労働者へのしわ寄せに繋がる恐
れを未然に防止し、労働者の労働環境の悪化に対する迅速な対応を行うた
め、津市公契約条例を施行。（平成３０年４月１日）その後、賃金条項
（労働報酬下限額）を設けることとし、条例を改正（令和５年４月１日施
行）。

【基本理念】
１ 労働者の適正な労働環境の確保
２ 品質及び適正な履行の確保
３ 公正性、透明性及び競争性の確保
４ 不正行為の排除
５ 地域経済及び地域社会の発展

【目的】
１ 労働者の労働環境の向上
２ 優良な事業者の育成
３ 地域経済の発展

【発注者の責務】
○ 労働者の労働環境の確保
○ 契約条件の適切な設定
○ 市内業者・市内産資材の

積極的活用 など

【受注者の責務】
○ 労働者の適正な賃金や雇用環境の確保
○ 適正な履行体制の確保
○ 労働関係法令等の遵守 など

【対象契約】
本市が発注する工事、製造その他
の請負、業務委託契約及び指定管
理協定

【対象労働者】
対象契約に従事する労働基準法第９条
に規定する労働者及び労働者性のある個
人事業主

【申出・通報制度】
労働関係法令違反に対する
申出や関係機関への通報

【相談窓口の設置】
労働関係法令違反に対する相談窓口

【ペナルティ】
労働関係法令違反等への厳格
な対応

【是正措置・立入調査】
違反に対する是正措置及び立入調査

○ 協働による目的達成
発注者（津市）、受注者（事業者）、労働者が協働する
ことにより条例の目的を達成。

○ 賃金条項（労働報酬下限額）の制定（令和５年４月１日施行）
労働報酬下限額とは・・・

⇒受注者等が労働者に支払う報酬の下限とすべき額。

受注者等は、対象となる労働者に対して津市が定めた労働報酬下
限額以上の報酬を支払うことが必要。
津市では、関係団体や学識者から構成される津市公契約審議会か

らの意見聴取を行って、労働報酬下限額を決定。

津 市

相関図

条例の内容

制定理由

条例のポイント

津市は、事業者が公
契約を適正に履行す
るために必要な措置
を講じなければなり
ません。また、事業
者は、公契約を適正
に履行しなければな
りません。

労働者事業者

適切な条件で発注

良質な工事
を履行

適正な労働環境の確保

労働意欲の向上 相談窓口の設置

条例違反
の申出

１７－(１２)－① 津市公契約条例
津市公契約条例とは

労働者や市民が豊かで安心して暮らせる地域社会の構築へ

事業者は、労働者と対等な労使関係を構築し、下
請契約等の相手方と対等な立場における合意に基
づいた適正な契約をします。

労働者は、事業者に
条例違反があった場
合には、津市に申出
や相談をすることが

できます。

○ 対象労働者に労働者性のある個人事業主を追加（令和５年４月
１日施行）

○ 公契約に指定管理協定を追加（令和５年４月１日施行）
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平成３０年３月１日号 広報津より

１７－(１２)－②【市長コラム】公共サービスの実情
～働く人の賃金水準を確保します～

479
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１７－(１３)－① 自治体ＤＸの推進①

自治体ＤＸ推進の背景／地方公共団体の使命・責務／ＤＸ推進のビジョン

※ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）：ＩＣＴの浸透が人々の生活をあらゆる面で良い方向に変化させること

【自治体ＤＸ推進の背景】 新型コロナが変えた新しい社会や生活様式（リモートワーク、オンライン会議を日常的に利用）
⇒ 新たな社会の大変革

【地方公共団体の使命・責務】 目の前の感染対策に万全を期すると同時に将来に向けた都市づくりを前に進めていく
⇒ 時代の潮流を的確に捉えた未来の都市へ

【ＤＸ推進のビジョン】 都市づくりや行政の市民サービスに大きな影響を及ぼす自治体ＤＸ
⇒ 市民により利便性の高い行政サービスを提供するため津市は自治体ＤＸの確立に向け大きく一歩踏み出す

自治体ＤＸ推進の推進体制 自治体ＤＸ推進の重点取組事項
・自治体ＤＸ推進会議の設置（R4.4.1～）
・各課等に自治体ＤＸ推進員を指名（R4.6.1～）
・R5.4.1組織改正（情報企画課⇒デジタル改革推進課）
・各部局に自治体ＤＸ総括推進員を配置（Ｒ５．４．１～）

各課等の自治体ＤＸ推進員を統括し、各事業部門が主体的に
取り組む全庁的なＤＸ推進体制を整備
・窓口ＤＸ専門部会の設置（R6.5.28～）

津市におけるＤＸの取組み事例
【庁内の業務改善】

◇自治体情報システム標準化に向けて令和4年3月に基幹情報システムを極力カスタマイズを行わない標準パッケージシステムへ移
行したが、一部の業務で手間が増えるケースが発生したため、さらなる業務効率化を図ることが必要

⇒ＡＩ－ＯＣＲ、ＲＰＡのシステムとの連携 ※R4.4～（データ取込み作業の代替や入力作業の代替）
【市民向けサービスの改善】

◇本庁舎市民課窓口は、常時たくさんの来庁者により混雑し、お待たせするケースが発生
⇒受付番号案内システムに機能追加 ※R4.5.6～（窓口の混雑状況や証明書交付の呼出状況がインターネット上で確認できる機能、
順番をメールでお知らせする機能）

◇行政手続のオンライン化の対応は、公共施設の利用予約等一部に限られていた
⇒津市オンライン申請「いつでもオンライン申請」の開始
※R５.２.１～子育てや健康福祉関係等、様々な手続についていつでもどこでも

スマートフォン等で申請が完結

国の自治体ＤＸ
推進計画に示
され 本市が 取
組むべき事項

・自治体フロントヤード改革の推進
・自治体の情報システムの標準化・共通化
・公金収納におけるeL-QRの活用
・マイナンバーカードの普及促進・利用の推進
・セキュリティ対策の徹底
・自治体のＡＩ・ＲＰＡの利用促進
・テレワークの推進

480

17.行政経営



T s u C i t y

１７－(１３)－② 自治体ＤＸの推進②

デジタル人材の確保・育成

【人材の確保】
職務経験者採用

【人材の育成】
ＤＸ推進員向け研修

情報基盤の整備

市民向けサービスのＤＸ

業務改革（職員のＤＸ）

暮らしや仕事のＤＸ（地域のＤＸ）

【自治体ＤＸの見取り図】

【行政手続】
オンライン申請手続の拡充、おくやみコーナーの設置

【データ連携・利活用】
三重県データ活用基盤、オープンデータの推進

【デジタルコミュニケーションの推進】
ビジネスチャット、Web会議システムの活用

【働き方改革の推進】
テレワークシステムの活用

【業務プロセス改革の推進】
AI・RPA、ノーコードツールの活用

【情報システムの標準化】
基幹情報システムの標準化対応

【セキュリティ対策】
基盤情報ネットワークの更新

⇒ 拠点をまたぐ双方向・リアルタイムコミュニケーションの実現

⇒ 在宅勤務の他、会議や出先で活用し、業務効率化・ペーパーレス化

⇒ 業務時間の削減（年間２,３００時間以上）

⇒ 行かない窓口、ワンストップ窓口による利便性向上

⇒ 県データ活用実証実験やデータ活用WGに参画

暮らし、子育て・教育、健康・福祉、防災・救急、仕事・産業、まちづくり、文化・スポーツ、あらゆる分野でＤＸを推進

⇒ 即戦力、組織風土の活性化 ⇒ ＢＰＲの徹底

⇒ DXの実践、リテラシー向上
⇒ 高セキュリティと
利便性向上 481
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１７－(１３)－③ 自治体ＤＸの推進③

【現状】 【未来】

開庁時間に窓口で
手書きの申請を業
務システムへ手入力

市民生活 行政手続

いつでもどこで
もスマホで完結

オンラインで受領し
た申請データを業務
システムへ自動反映

ＤＸ

市民生活と行政手続のギャップを解消し、便利で効率的な行政運営を目指す。

市民生活 行政手続

非対面

新しい生活スタイル

ギャップ

オンライン

津市におけるＤＸの取組み事例

令和５年２月１日より、新しいオンライン申
請サービスがスタート
（子育て・介護関係手続等については順次拡大予定）

いつでも どこでも 非対面で

オンラインで申請できること

・公共施設（40施設）の利用予約
・空き家情報バンクの利用登録申込
・ふるさと納税申込受付
・津市図書館蔵書検索・予約 等

上記以外の手続については窓口等で申請

様々な手続についていつでもどこでもスマート
フォン等で申請が完結します。
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１７－(１３)－④ マイナンバーカードの活用

☑ 本人確認の際の公的な身分証明書

運転免許証やパスポートのように本人確認のための公的身分証明書として利用できます。

483
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マイナンバーカード1枚で、様々な行政サービスが利用可能に

図書の貸出
マイナンバーカードで、全ての津市立図書館の図書を貸出‼
※貸出サービスの利用には、事前に利用者登録（貸し出し登録）が必要

シルバー
エミカ

シルバーエミカで、民間路線バス・市コミュニティバスを利用‼
・年間2,000ポイントを上限に、民間路線バスの乗車ポイントを取得
・市コミュニティバスを無料で利用 ※詳細は、4-(6)-①を参照

便利

■マイナンバーカードを活用した津市の行政サービス

■マイナンバーカードでできること（活用例）

☑ 各種行政手続きのオンライン申請

マイナポータルへのログインを始め、各種行政手続のオンライン申請に利用できます。

☑ コンビニなどで各種証明書を取得

コンビニなどで住民票、印鑑登録証明書などの公的な証明書を取得できます。

☑ 健康保険証としての利用

マイナンバーカードを健康保険証として利用することが可能です。また、マイナポータルで自分の
特定検診情報や薬剤情報、医療費が確認できるようになります。
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本庁市民課は、住民票の写しや印鑑登録証明書などの証明交付窓口、転入・転出・戸籍の届出など
の異動受付窓口、マイナンバーカードの申請・交付・更新窓口の３つの窓口業務があり、窓口の混雑
緩和や市民の利便性の向上を図るため、マルチコピー機の設置及び窓口混雑状況のインターネット
配信を行っています。

１７－(１３)－⑤ 市民課窓口混雑緩和施策

マルチコピー機は、主に全国のコンビニ等に設置さ
れている多機能コピー機で、マイナンバーカードを
利用し、セルフサービスで住民票の写しや印鑑登録
証明書などの各種証明書が取得できます。

マルチコピー機の設置 窓口混雑状況の配信

設置場所 市役所本庁舎１階市民ホール （受付案内横）

利用時間
午前８時３０分～午後５時１５分

取得できる
証明書の種類

月～金曜日
（祝日、12/29から1/3、システム保守日は除く）

①住民票の写し（本人分・同一世帯分）
②印鑑登録証明書（本人分）
③戸籍全部事項証明書（戸籍謄本）
④戸籍個人事項証明書（戸籍抄本）
⑤戸籍の附票の写し（全部・一部）
⑥所得・課税証明書（最新年度分の本人分）
※手数料は窓口と同額

●申請書の記入が不要 ●窓口での待ち時間解消
●滞留時間・対面接触の減少
⇒新型コロナウイルス感染症の感染リスクの低減

効 果

広告掲載事業の更新に伴い、受付番号案内システム
を一新し、本庁舎市民課窓口の混雑状況や証明書
交付の呼出状況がインターネット上で確認できる機
能を拡充しました。

設置場所

拡充した機能

●窓口混雑・証明書交付呼出状況
のＷＥＢ閲覧機能

●順番お知らせメール機能

●事前にスマートフォンで待ち時間を確認し、混雑時を避
けて来庁することができる。

●メール登録をすることで、待ち時間に別の用事を済ませ
ることができ、滞在時間を短縮できる。

効 果

市役所本庁舎１階 市民課窓口

歳入確保
・

運用経費

受付番号案内システムは、公共施設を活用し
た歳入確保を目的に実施する広告掲載事業
の一環で、施設を有償で使用許可し、広告事
業者が広告モニターとあわせて設置・運用し
ています。
⇒設置、運用経費はゼロ
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１７－(１３)－⑥ おくやみ手続きサポートデスク開設

おくやみ手続きサポートデスクとは
死亡の届出に伴い必要となる各種の申請・手続きを支援する専用窓口

・ 専属スタッフである「おくやみコンシェルジュ」がサポートします

ワンストップ手続きによる各手続担当課の業務効率化、窓口混雑緩和

おくやみ
コンシェルジュ

ワンストップ手続き、手続き時間の短縮化（来庁から終了まで約60分）で、ご遺族の負担を軽減

▶ ワンストップで、 ① 市で必要な手続きの実施・案内
② 申請書の作成支援
③ 市以外で必要な手続きの案内 などに対応

おくやみ手続きサポートデスクの特色

おくやみコンシェルジュが常駐しています

申請書類に亡くなられた方の氏名、住所等の情報を印字します

必要となる戸籍謄本等の申請をサポート

本庁舎以外、市役所以外の手続きの案内・サポート

予約の電話の際に亡くなられた方に応じた必要な手続きをお伝えします

１

２

３

４

５

午前中に
電話予約

● 利用日までの流れ （例）

予約専用ダイヤル ０５９ｰ２２９ｰ３１４５

令和５年８月１日 （火） 開設

【利用枠数】 １日当たり ７枠 （１枠１時間以内）

【利用方法】 電話予約

【開設日】 毎週月曜日～金曜日 （祝・休日、年末年始の閉庁日を除く）

【開設時間】 午前９時～１２時 午後１時～５時

開庁日
１

死亡
届出日

開庁日
２

開庁日
３

【利用日】

・午前中までの電話で、翌開庁日の利用ができます

・利用日は、死亡届出日の翌日から３開庁日以降です
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令和５年１２月１日号 広報津より

１７－(１３)－⑦【市長コラム】おくやみコンシェルジュ

486

17.行政経営



T s u C i t y

公正公平条例等
（内部統制室）

制度を変えます
○建築施設等の少額修繕の見直し

○工事業者の地元調整のルール化

○補助金チェック体制の強化

○委託業務についての見直し

組織が変わります

○組織の自浄機能を高めるために

必要な担当を設置

○統制のとれた組織体制の確立

○職員倫理・コンプライアンス
○困難事案等の相談・支援

条例等の制定や職員研修、相談業務や
マニュアルの作成により支援

○不当要求対策
○公益通報制度

利用しやすい制度とするため、
市長直轄の独立した組織を設置

○制度の弱点を補強
○チェック体制の強化

制度や仕組みの弱点を補強したり
チェック体制を強化することで、
職員の公正公平な職務遂行を支援

相互補完

職員が変わります

○職員倫理の徹底

○コンプライアンス意識の確立

○透明性確保による公正公平な職務

○要望等の記録義務化
○不当要求行為者への警告・公表
○公益通報者の保護
○組織体制の保持と運用状況の公表

条例等の制定により、公正公平な
市政に必要な制度を強化

１７－(１４)－① 公正公平な市政実現への３つの行動

487
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１７－(１４)－② 内部統制室の取組

488

内部統制室では、すべての職員が公正公平な姿勢で職務に専念し、不当な要求等に対し組織的に毅
然と対応するための意識改革や知識習得のための相談・支援を行っています。

相談業務職員研修

不当要求行為等 公益通報

コンプライアンス及び不当要求行為に関する研修を実施しています。
また、外部講師による研修や、各課等からの要望に応じた出前研修
を実施しています。

各課等からの困難事案等の相談に対し、助言・支援を行っていま
す。また、緊迫した事案が発生した場合は、現場への駆けつけ支
援を行っています。

R4 R5 R6

不当要求行為 4 3 3

市政に重大な影響を与

えるおそれのある要望
2 0 0

不当要求のうち、文書警告及び氏名公表を行った案件はありませ
ん。市政に重大な影響を与えるおそれのある要望は、ホームページ
で概要を公表しています。

内部通報及び外部通報の通報件数等は以下のとおりです。

R4 R5 R6

回数 20 18 14

参加人数（延べ） 1,148 962 608

R4 R5 R6

相談 180 171 221

駆けつけ 22 22 16

R4 R5 R6

内部通報 通報件数 0 2 1

受理件数 0 2 1

措置件数 0 0 1

外部通報 通報件数 0 4 0

受理件数 0 1 0

措置件数 0 0 0

17.行政経営



T s u C i t y

令和３年９月１日号 広報津より

１７－(１４)－③【市長コラム】公正公平な市政
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令和３年１１月１日号 広報津より

１７－(１４)－④【市長コラム】組織の力を取り戻す
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